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京都府友好提携州省等交流推進事業費 国 際 課



趣　　旨

２ 事業概要

（１）「きょうと国際学生サミット2025」の開催

（２）友好提携州省等との交流事業の実施

令和７年度当初予算案主要事項(令和６年度２月補正含む)説明

知事直轄組織（知事室長）

事 業 名 京都府友好提携州省等交流推進事業費
新規・

継続の別
新　規

予 算 額 17,000 千円
国　庫 起　債 一般財源

2,600 - - 14,400

その他

１

　大阪・関西万博の開催を契機に、友好提携州省等との国際交流を深める
ため、「きょうと国際学生サミット2025」を開催するとともに、友好提携
州省等との交流事業を実施する。

　・時　　期:令和７年８月初旬（調整中）
　・事業内容:友好提携州省等と府内の学生が一堂に集うサミットの
　　　　　　 開催

①インドネシア共和国ジョグジャカルタ特別区との友好提携40周年
　記念事業
　・時　　期:令和７年９月頃
　・事業内容:訪問団受入（交流協議、歓迎行事等）、文化交流事業

②アメリカ合衆国オクラホマ州との友好提携40周年記念事業
　・時　　期:令和７年夏頃
　・事業内容:訪問団受入（交流協議、歓迎行事等）、文化交流事業

③フランス共和国オクシタニ州との友好提携10周年記念事業
　・時　　期:令和７年秋頃
　・事業内容:訪問団受入（交流協議、歓迎行事等）、文化交流事業

④ベトナム社会主義共和国トゥア・ティエン・フエ省との交流事業
　・時　　期:令和７年４月頃
　・事業内容:訪問団受入（交流協議、歓迎行事等）

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号

国 際 課 国 際 交 流 係 075-414-4313

知事直轄－ １

目 的

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業概要

（１）留学生スタディ京都ネットワーク事業

（２）きょうと留学生宿舎グループ事業

知事直轄－ ２

１

　海外から留学生を積極的に受け入れ、留学生の知識や経験を地域の国
際化・活性化に活かすため、オール京都で留学生を誘致・支援する。

　府が運営する留学生寮に「留学生オリエンテーター」を配置し、
入居留学生等に対する交流支援事業や生活ルールの指導等を行い、
日本での自立した生活を支援するとともに、留学生同士や府民との
相互理解や地域の国際化を促進

　大学、府、京都市、経済界等で設立した「留学生スタディ京都
ネットワーク」等において、オール京都で留学生の誘致から就職
まで総合的に支援

・ ワンストップ相談窓口の設置

・ 京都留学総合ポータルサイトの充実

・ 海外の留学フェアとの連携

・ 国内の日本語学校からの留学生誘致

・ 京都の中堅・中小企業でのインターンシップ

・ 京都ジョブパークにおける就職相談・職業紹介

・ 「留学生ジョブ博」の開催

一般財源

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号

国 際 化 推 進 係 075-414-4311国 際 課

令和７年度当初予算案主要事項(令和６年度２月補正含む)説明

知事直轄組織（知事室長）

事 業 名 留学生総合支援事業費
新規・

継続の別
継　続

予 算 額 25,200 千円
国　庫 起　債

- - 5,000 20,200

その他

目 的

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業概要

（１）外国人住民総合相談窓口運営事業

（２）地域における日本語教育推進事業

（３）多言語対応推進事業

（４）ウクライナ留学生緊急生活支援事業補助金

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号

知事直轄－ ３

　外国人住民に対する生活情報の提供・相談を行う窓口の運営、地域にお
ける日本語教育の体制整備等により、多文化共生を推進する。

国 際 課 国 際 化 推 進 係 075-414-4311

　「京都府外国人住民総合相談窓口」において外国人住民（ウクラ
イナ情勢の影響を受ける府内在住ウクライナ人を含む）に対する生
活情報の提供・相談を実施

令和６年12月に改定した「地域における日本語教育推進プラン
（第２次）」に基づき、関係部局と連携し、地域における日本語教
育の取組を総合的に推進

・ 日本語教室空白地域における新たな教室の開設支援
・ オンライン日本語教室の開設【新規】
・ 企業向けやさしい日本語研修の実施【新規】
・ 企業に対する日本語教育への理解促進【新規】
・ 専門人材による学習支援者の養成等【新規】
・ 日本語教育の推進に取り組む市町村の支援 　　　など

　オンライン通訳サービス等の活用により、外国人住民に対する円
滑な多言語対応を推進

　大学等が実施するウクライナからの留学生の生活支援等のための
取組に要する経費への補助（１学生あたり上限10万円）

１

14,920 - - 16,205
予 算 額 31,125 千円

国　庫 起　債 その他

令和７年度当初予算案主要事項(令和６年度２月補正含む)説明

知事直轄組織（知事室長）

事 業 名 多文化共生推進事業費
新規・

継続の別
継　続

（一部新規）

一般財源

目 的

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容

人 材 育 成 係 075-414-5112

知事直轄－ ４

１

　現場主義を徹底し、前例にとらわれず、民間団体等と連携して、先進

性のある施策提案を行うとともに、果敢にチャレンジする職員の育成を

実施

▼ 　府政課題の解決に向けた調査・研究を行う職員に対し、研究

テーマに応じた専門家による支援や政策提案力向上研修等を実施

するなど、課題解決に挑戦し続ける職員を育成

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
人 事 課

一般財源

- - - 6,000
予 算 額 6,000 千円

国　庫 起　債 その他

令和７年度当初予算案主要事項(令和６年度２月補正含む)説明

知事直轄組織（職員長）

事 業 名
ベンチャーチャレンジ

職員育成事業費
新規・
継続の別

継　続

目 的

対 象

方法等

事業内容


